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自治体DXの最新動向
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○ 2040年には、団塊の世代（出生数 260～270万人／年）及び団塊ジュニア世代（出生数 200～210万人／年）が高齢者と
なっており、我が国の人口ピラミッドはいわゆる棺おけ型になる。

○ 近年の出生数は、年間100万人に満たない。2040年にはこの世代が20歳代となる。

我が国の人口の動向について

出典：「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）

出生数 2015年※１ 2040年※１

団塊の世代
1947～49年生まれ

267.9万人
～269.7万人

215.2万人 80.4万人

66～68歳 91～93歳

団塊ジュニア
1971～74年生まれ

200.1万人
～209.2万人

198.9万人 182.7万人

41～44歳 66～69歳

【参考】
2013～15年生まれ

100.4万人
～103.0万人

98.2万人 102.7万人※２

0～2歳 25～27歳
出典：出生数は厚生労働省「人口動態統計調査」から作成、

2015年、2040年人口は「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）から作成

※１ 2015年、2040年の各世代人口は各年齢の平均を記載。

※２ 日本の将来推計人口は、国籍に関わらず日本に在住する総人口を推計の対象としており、
国際人口移動率（数）を仮定して推計を実施している。

自治体戦略2040構想研究会（H29.10.2～H30.6.27）
第一次・第二次報告（概要）から抜粋
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2040年頃までの自治体行政の課題①

これまでの地方行革により職員数は減少。

地方公務員数の推移

出典：「自治体戦略２０４０構想研究会（第８回 平成30年2月）」事務局資料
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集中改革
プラン

＜集中改革プランによる純減＞

目標▲6.4%
→実績▲7.5%

※国は▲5.3％

（S60）地方行革大綱

（H6）地方公共団体における行政
改革推進のための指針

（H9）地方自治・新時代に対応

した地方公共団体の行政改
革推進のための指針

（H11）地方公共団体における行
政改革の更なる推進について

（H17）地方公共団体における行政改革
の推進のための新たな指針

（H18）地方公共団体における行政改革
の更なる推進のための指針

（H27）地方行政サービス改革の推
進に関する留意事項について

第32次地方制度調査会第1回専門小委員会（H30.731）
資料「2040年頃までに想定される行政各分野の課題等について」抜粋
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2040年頃までの自治体行政の課題②

人口減少が進む2040年頃には更に少ない職員数での行政運営が必要になる可能性がある。

※ 「定員回帰指標」は、人口と面積のみを説明変数として、実職員数との多重回帰分析により職員数を参考指標として表すもの。今回の試算は、各団体の2013年
人口（住基人口）と2040年の人口（推計値）を用いて、それぞれの職員数（参考数値）から想定減少率（表中（b））を算出したもの。人口規模別に平均を掲載。

※ 定員回帰指標は、都道府県は平成22年度、指定都市、中核市、施行時特例市は平成23年度、その他の市区町村は平成24年度に作成。

定員回帰指標による定員数の粗い試算（規模別平均）

出典：「自治体戦略２０４０構想研究会（第８回 平成30年2月）」事務局資料

一般行政部門
2013年
職員数

(a)

減少率
（試算）※

（％）
(b)

2040年
職員数
（試算）

(c)=(a)×(b)

差分
（人）

(d)=(c)-(a)

【参考】
人口減少率

（％）

都道府県 5,631 ▲ 5.4 5,328 ▲ 303 ▲ 16.4

指定都市 4,600 ▲ 9.1 4,181 ▲ 419 ▲ 9.2

中核市・施行時特例市 1,205 ▲ 13.9 1,038 ▲ 168 ▲ 15.0

一般市（人口10万人以上） 616 ▲ 13.4 534 ▲ 82 ▲ 16.7

一般市（人口10万人未満） 286 ▲ 17.0 237 ▲ 48 ▲ 23.5

特別区 1,423 ▲ 4.5 1,359 ▲ 64 ▲ 6.4

町村（人口１万人以上） 122 ▲ 13.8 105 ▲ 17 ▲ 23.3

町村（人口１万人未満） 62 ▲ 24.2 47 ▲ 15 ▲ 37.0

第32次地方制度調査会第1回専門小委員会（H30.731）
資料「2040年頃までに想定される行政各分野の課題等について」抜粋
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2040年頃までの自治体行政の課題③

近年の採用数減により職員数の山となっている団塊ジュニア世代が2030年代に退職期を迎えることを見据えた
職員体制の整備が求められる。
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年齢別地方公務員数（2016年）

出典：総務省「平成28年地方公務員給与実態調査」から作成

第32次地方制度調査会第1回専門小委員会（H30.731）
資料「2040年頃までに想定される行政各分野の課題等について」抜粋
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2040年頃までの自治体行政の課題④

出典：「自治体戦略２０４０構想研究会（第８回 平成30年2月）」事務局資料

社会保障に係る経費（民生費）や老朽化した公共施設・インフラの更新に要する費用（土木費・農林水産費・
教育費）の増大が想定。
歳入では、所得や地価が減少・下落すれば地方税収が減少する可能性。

人口構造の変化が地方財政に与えうる影響市町村の税収を取り巻く状況

第32次地方制度調査会第1回専門小委員会（H30.731）
資料「2040年頃までに想定される行政各分野の課題等について」抜粋
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第32次地方制度調査会 「2040年頃から逆算し顕在化する諸課題に対応するために
必要な地方行政体制のあり方等に関する答申」の概要（令和２年６月26日総理手交）

○ 2040年頃にかけて人口減少・高齢化等の人口構造の変化が進み、更新時期の到来したインフラは増加。
支え手・担い手の減少など資源制約に伴い、地域社会の持続可能性に関する様々な課題が顕在化
「地域の未来予測」を踏まえ、技術を活かした対応、地域や組織の枠を越えた連携を長期的な視点で選択する必要

○ 新型コロナウイルス感染症への対応を通じ、住民に身近な地方公共団体が提供する行政サービスの重要性や、
人、組織、地域がつながり合うデジタル社会の可能性が広く認識。また、人口の過度の偏在に伴うリスクが浮き彫りに。

1. 基本的な認識

地方行政のデジタル化（→2） → Society5.0における技術の進展を最大限活用し、時間/場所を問わず迅速/正確な行政サービスの提供を推進

公共私の連携（→3） / 地方公共団体の広域連携（→4）

→ 資源制約の下でも、地域に住民が安心して快適に生活を営む地域社会を形成/都市･地域のスマート化の実現

→ 都道府県間の連携・協力によって、人の往来が活発な大都市圏の広域課題に対応

地方議会（→5） → 資源制約の下で一層重要な役割を果たせるよう、多様な住民の参画を推進

地方行政のあり方を変化・リスクに適応したものへと転換する必要

2. 地方行政のデジタル化

③ AI等の活用

⚫ 国は、地方公共団体のAI等の技術開発を支援
幅広く活用すべき技術の全国利用を促進

④ 人材面の対応

⚫ 国は、地方公共団体のICT専門人材の確保等を支援

⑤ データ利活用と個人情報保護制度

⚫ 官民相互のデータ利活用を円滑化していくことが重要であり、
それに対応した個人情報保護制度の積極的な議論を期待

① 国・地方を通じた行政手続のデジタル化

⚫ 行政手続のオンライン化をはじめ地方行政のデジタル化は、住民が迅速
/正確に行政サービスを享受するために不可欠

⚫ 国・地方共通の基盤であるマイナンバー制度の活用とマイナンバーカー
ドの機能発揮を通じた普及を図り、行政手続のデジタル化を推進

② 地方公共団体の情報システムの標準化

⚫ 国は、地方公共団体の基幹系システムについて、法令に根拠を持つ
標準を設定。地方公共団体は、原則として、当該標準に則って各事
業者が開発したシステムを利用

✓ 従来の技術や慣習を前提とした行政体制を変革。Society5.0における技術の進展を最大限活用し、スマートな自治体行政へ
✓ マイナンバー制度は国・地方を通じたデジタル化の基盤に。地方行政のデジタル化に向けて、国が果たすべき役割はより重要に

目指すべき地方行政の姿

※この他、「3. 公共私の連携」、「4. 地方公共団体の広域連携」、「5. 地方議会」が整理されているが本資料では割愛6



超高速ネットワーク
インフラの整備

IT利活用の進化
データ利活用、

デジタル・ガバメントの実現

○ 我が国のIT戦略は平成13年の「e-Japan戦略」から始まり、主にインフラ整備とIT利活用を推進。

○ その後、政府CIOの設置及び官民データ基本法の成立等により、「データ利活用」と「デジタル・ガバメント」を
戦略の新たな柱として推進。

社会全体の
デジタル化へ

⚫IT利活用の進化
⚫利用者の便益、
アジア各国との協調

⚫BPR等を通じた政府
自身の改革の推進
⚫IT利活用の裾野拡大

内閣情報通信政策監
（政府CIO）の
法定設置

（平成25年）

e-Japan戦略Ⅱ
（平成15年）

世界最先端
IT国家創造宣言
（平成25年）

世界最先端デジタル国家
創造宣言・官民データ
活用推進基本計画
（平成30年）

2020
IT戦略

デジタル手続法
（令和元年）

IT基本法
（平成12年）

e-Japan戦略
（平成13年）

官民データ基本法
（平成28年）

世界最先端IT国家
創造宣言・官民データ
活用推進基本計画
（平成29年）

⚫国際競争を強く意識
⚫我が国初のIT戦略
⚫IT基盤の整備

⚫全ての国民が
IT・データ活用の
便益を享受

⚫ITを活用した社会
システムの抜本改革
⚫デジタル・ガバメントの
推進

世界最先端デジタル国家
創造宣言・官民データ
活用推進基本計画
（令和元年）

⚫G20を軸とした国際対応
⚫社会全体のデジタル化
⚫社会実装＆インフラ
再構築

⚫府省庁横断的な課題に
横串を通して取組を推進

⚫データ利活用を通じた
社会課題の解決

⚫行政手続のデジタル化

⚫コロナ後の
ニュー・ノーマルに
対応した
デジタル強靭化社会

IT基本法の経緯
第１回デジタル社会推進会議

（令和３年９月６日）参考資料１
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ICT化とDXについて

【ICT化】
○ 組織・業務の効率化を主な目的として、

業務を情報通信技術に代替すること。

【DX（デジタル・トランスフォーメーション）】
○ 住民サービスの向上を主な目的として、

デジタル技術も用いて新しい価値を生み出したり、

仕組みを変えること。

業務本位

住民本位

（視点）
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ＤＸに関連する政府全体の主な動き①

令和２年９月 デジタル改革関係閣僚会議 総理指示（デジタル庁の設置・IT基本法の抜本改正に係る法案提出）

＜デジタル改革関連法案WG・マイナンバー制度及び国と地方のデジタル基盤抜本改善WG等における議論＞

令和２年12月 「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」、「デジタル・ガバメント実行計画」 閣議決定

9

「自治体ＤＸ推進計画」 策定（総務省）

「デジタル・ガバメント実行計画」における自治体関連の各施策について、国が主導的に役割を果たしつつ、自治体全体
として、足並みを揃えて取り組んでいくため、自治体が重点的に取り組むべき事項・内容を具体化するとともに、総務省及び
関係省庁による支援策等をとりまとめたもの。 ※計画期間（R3.1～R8.3）

・自治体におけるDXの推進体制の構築
①組織体制の整備（全庁的・横断的な推進体制） ②デジタル人材の確保・育成
③計画的な取組み（スケジュール策定等） ④都道府県による市区町村支援

・重点取組事項
①自治体情報システムの標準化・共通化 ②マイナンバーカードの普及促進
③行政手続のオンライン化 ④AI・RPAの利用推進
⑤テレワークの推進 ⑥セキュリティ対策の徹底

・自治体DXの取組とあわせて取り組む
べき事項

①地域社会のデジタル化 ②デジタルデバイド対策

＜構 成＞

概 要

令和３年２月 デジタル改革関連法案（※） 閣議決定・国会提出

令和３年５月 国会審議を経て成立・公布

※ ①デジタル社会形成基本法案、②デジタル庁設置法案、③デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律案、

④公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座の登録等に関する法律案、⑤預貯金者の意思に基づく個人番号の

利用による預貯金口座の管理等に関する法律案、⑥地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（標準化法）案の６法案。

令和３年６月 「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（※） 閣議決定

※ 地方公共団体情報システムの標準化については、標準化法の趣旨を踏まえ、標準化対象事務として、「デジタル・ガバメント実行計画」

等において示されてきた17業務に、戸籍、戸籍の附票及び印鑑登録事務の３業務を加えることを検討すること等を決定。



ＤＸに関連する政府全体の主な動き②

令和３年７月 「自治体ＤＸ推進手順書」 策定（総務省）

「自治体ＤＸ推進計画」を踏まえ、自治体が着実にＤＸに取り組めるよう、取組を進めるに当たっての一連の手順を示すもの。

概 要

＜構 成＞

・自治体DX全体手順書【第1.0版】
DXを推進するに当たって想定される一連の手順（DXの認識共有・機運醸成、
全体方針の決定、推進体制の整備、DXの取組みの実行）を示すもの

・自治体情報システムの標準化・共通化
に係る手順書【第1.0版】

自治体情報システムの標準化・共通化の意義・効果や、
自治体における作業手順等を示すもの

・自治体の行政手続のオンライン化
に係る手順書【第1.0版】

自治体の行政手続のオンライン化の取組み方針や、自治体における作業手順等
を示すもの

・参考事例集【第1.0版】 DXの認識共有・機運醸成、推進体制の整備等について先行団体の事例を集めたもの

令和３年９月１日 デジタル社会形成基本法、地方公共団体情報システムの標準化に関する法律 施行、デジタル庁 発足

令和３年11月 第１回 デジタル田園都市国家構想実現会議 開催

令和３年12月 「地域社会のデジタル化に係る参考事例集」（※） 作成（総務省）

趣旨：地方からデジタルの実装を進め、新たな変革の波を起こし、地方と都市の差を縮めていくことで、世界とつながる

「デジタル田園都市国家構想」の実現に向け、構想の具体化を図るとともに、デジタル実装を通じた地方活性化を推進。

第１回 デジタル臨時行政調査会 開催
趣旨：デジタル化の急速な進展が世界にもたらす根本的な構造変化、発展可能性の拡大を踏まえ、デジタル改革、規制改革、行政改革

に係る横断的課題を一体的に検討し実行することにより、国や地方の制度・システム等の構造変革を急速に推進。

※ 「デジタル田園都市国家構想」の実現に向け、地域の個性を活かしたデジタル実装の取組を推進するため、各自治体が、地域社会の

デジタル化に係る事業を検討する際に参考となるような事例を取りまとめたもの。

「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（新重点計画）（※） 閣議決定
※ デジタル庁創設後初めての重点計画。新たにデジタル社会形成基本法に基づく「重点計画」として位置づけられるとともに、

「デジタル・ガバメント実行計画」を統合する形で策定。

令和４年５月 規制の「一括見直しプラン」を取りまとめ予定（デジタル臨時行政調査会）

「デジタル田園都市国家構想基本方針案」を取りまとめ予定（デジタル田園都市国家構想実現会議）

年央 「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（改定） 10



自治体DXで何を目指すのか

重点取組事項 目指す姿

① 自治体の情報システムの標準化・共通化

目標時期を2025年度とし、「(仮称)Gov-Cloud」の活用に向けた検討を

踏まえ、基幹系20業務システムについて国の策定する標準仕様に準拠したシ

ステムへ移行

・地方公共団体の職員が真に住民サービスを必要とする住民に手を差し伸べることが

できるようにするなど、住民サービスが向上する

・業務全体にかかるコストを抑え、他ベンダーへの移行をいつでも可能とすることにより
競争環境を適切に確保するなど、行政の効率化が図られる

② マイナンバーカードの普及促進

2022年度末までにほとんどの住民がマイナンバーカードを保有していることを

目指し、交付円滑化計画に基づき、申請を促進するとともに交付体制を充実

・個人のID・認証基盤であるマイナンバー制度をデジタル社会における社会基盤として利用

することにより、行政の効率化、国民の利便性の向上、公平・公正な社会を実現する

③ 自治体の行政手続のオンライン化

2022年度末を目指して、主に住民がマイナンバーカードを用いて申請を行うこ

とが想定される手続（31手続）について、マイナポータルからマイナンバーカー

ドを用いてオンライン手続を可能に（※子育て（15手続）、介護（11手続）、

被災者支援（罹災証明書）、自動車保有（４手続）の計31手続）

・従来は、申請手続ごとに、国民が多くの書類を準備・提出することが必要となっていた行

政手続について、マイナンバー制度の利活用により、必要な添付書類が減り、また、行政

の事務処理もスムーズになり手続の時間が短縮されるなど、国民の利便性の向上に繋が

る

④ 自治体のAI・RPAの利用推進

①、③による業務見直し等を契機に、AI・RPA導入ガイドブックを参考に、AI

やRPAを導入・活用を推進

・業務の効率化を図ることにより職員の事務作業を軽減し、捻出した時間・人材・財源を、

国民に寄り添う良質なサービスの提供に充てることが可能になる

⑤ テレワークの推進

テレワーク導入事例やセキュリティポリシーガイドライン等を参考に、テレワークの

導入・活用を推進

①、③による業務見直し等に合わせ、対象業務を拡大

・ICTを活用して時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方であり、職員一人ひとりのラ

イフステージに合った多様な働き方を実現できる「働き方改革」の切り札

・ICTの活用により業務の効率化が図られることで行政サービスの向上にも効果が期待され

るとともに、今般の新型コロナウイルス対策においては、感染拡大の未然防止や行政機能

の維持のための有効な手段になる

⑥ セキュリティ対策の徹底

改定セキュリティポリシーガイドラインを踏まえ、適切にセキュリティポリシーの見直

しを行い、セキュリティ対策を徹底

・セキュリティを確保しつつ、行政手続のオンライン化、テレワーク、クラウド化など新たな時代

の要請を踏まえ、業務の利便性・効率性の向上を行うことが可能になる基盤を整備
11



自治体DXの取組状況（推進体制、デジタル人材）



自治体DX全体手順書【第1.0版】 概要

✓ 自治体は、デジタル社会形成基本法の基本理念にのっとり、自主的な施策を実施する責務を有する

✓ DXの実現に向け、首長や幹部職員によるリーダーシップや強いコミットメントが重要

✓ 首長等から一般職員まで、DXの基礎的な共通理解の形成、実践意識の醸成

✓ 利用者中心の行政サービス改革を進めるという、いわゆる「サービスデザイン思考」の共有

✓ DX推進のビジョンと工程表で構成される「全体方針」を決定・広く共有

✓ 自治体DX推進の意義を参考にしつつ、地域の実情も踏まえて、自団体のDX推進のビジョンを描く

✓ デジタル化の進捗状況を確認し、自団体のDXの取組内容、取組み順序を大まかな工程表にする

✓ 全庁的・横断的な推進体制の構築。DXの司令塔として、DX推進担当部門を設置し、各業務担当部門をは

じめ各部門と緊密に連携する体制を構築

✓ 各部門の役割に見合ったデジタル人材が配置されるよう、人材育成・外部人材の活用を図る

✓ 一般職員も含めて、所属や職位に応じて身につけるべきデジタル技術等の知識、能力、経験等を設定した

体系的な育成方針を持ち、人事運用上の取組みや、OJT・OFF-JTによる研修を組み合わせて育成

✓ 十分な能力・スキルや経験を持つ職員の配置が困難な場合には、外部人材の活用も検討

✓ 関連ガイドライン等を踏まえて、個別のDXの取組みを計画的に実行。「PDCA」サイクルによる進捗管理

✓ 取組内容に応じて、 「OODA※」のフレームワークを活用した柔軟で速やかな意思決定

※ 「Observe（観察、情報収集）」、「Orient（状況、方向性判断）」、「Decide（意思決定）」、「Act（行動、実行）」の頭
文字をつないだ言葉で、意思決定プロセスを理論化したもの

✓ 全体手順書は、DXを推進するに当たって、想定される一連の手順を示すもの

✓ 主に、DX推進計画の「自治体におけるDX推進体制の構築」に対応し、先行的な自治体の事例等をもとに、各自治体がその実情に応じてDX

を推進する際の参考となるよう作成

ステップ０

DXの認識共有・機運醸成

ステップ２

推進体制の整備

ステップ１

全体方針の決定

ステップ３

DXの取組みの実行

1 .本手順書の趣旨

2 . D X推進の手順
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DXを推進するための全体方針の策定/全庁的・横断的な推進体制の構築

○ 都道府県では29団体（61.7％）、市区町村では219団体（12.6％）が全体方針※を策定している。

※ 全体方針･･･DX推進のビジョン及び工程表から構成されるものであり、計画を含む。

出典：総務省「自治体DX・情報化推進概要（令和３年度） 」
14

29
(61.7%)

14
(29.8%)

2
(4.3%)

2
(4.3%)

策定している…29

令和３年度中に策定を
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未定…2
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(12.6%)

310
(17.8%)

415
(23.8%)

797
(45.8%)

策定している…219

令和３年度中に策定を

予定している…310

令和４年度以降に策定

を予定している…415

未定…797

都道府県
47

市区町村
1,741

○ 都道府県では41団体（87.2％）、市区町村では480団体（27.6％）が全庁的・横断的な推進体制※を構築している。

※ 全庁的・横断的な推進体制･･･都道府県においては知事や副知事等、市区町村においては市区町村長や副市区町村長等のリーダーシップや
庁内マネジメントの下、各部局が連携してDXを推進する体制。（例：推進本部・連絡会議の設置等）

41
(87.2%)

6
(12.8%)

構築している…41

構築していない…6

480
(27.6%)

1,261
(72.4%)

構築している…480

構築していない…1,261
都道府県

47

市区町村
1,741



DX推進専任部署の設置状況

○ 都道府県では４２団体（89.4％）、市区町村では４３８団体（25.2％）がＤＸ推進専任部署※を設置している。

※ DX推進専任部署･･･DX推進の企画立案や部門間の総合調整、全体方針や個々のDXの取組の進捗管理等を担う部署。

出典：総務省「自治体DX・情報化推進概要（令和３年度） 」 15



➢ 市長自ら、「とよなかデジタル・ガバメント宣言」を発出し、意識啓発を図る
➢ デジタル技術を用い、社会課題の解決、価値の創造、仕事のあり方等の変革を目指す

○ 市長自ら「とよなかデジタル・ガバメント宣言」を発出し、庁内外へ向けてDXに対する意気込みを強く表明。宣言

を踏まえ、その実現に向けた「とよなかデジタル・ガバメント戦略」を策定。デジタル技術を活用し、【暮らし・サービス】

【学び・教育】【仕事・働き方】のあり方を変革していく方針を示した。

○ 宣言の発出や戦略の策定に止まることなく、地域情報化アドバイザー派遣制度を利用し、業務改革を行うこと

ができる人材を育成するための「DXセミナー」を開催。また、ITベンダーと包括連携協定を締結し、各課が抱える

ICTに課活課題を相談する「ICTよろず相談会」をビデオ会議にて多数開催し、各課のICT活用を推進。

概要

「とよなかデジタル・ガバメント戦略」

【参考情報】 人口：40.8万人、 関連ＵＲＬ：https://www.city.toyonaka.osaka.jp/kurashi/denshi/denshi_jichitai/digitalgovernment.html

類似の取組を行っている団体：茨城県常総市・長野県須坂市（デジタルファースト宣言）、埼玉県戸田市（「デジタル市役所を目指す」宣言）

デジタル化において意識していること

櫂より始めよ
・ 実感できる場づくり
・ 既成事実化

・ ペーパーレス化、RPA
・ WEB会議
・ フリーアドレス

“旬”の見極め
・ スピード感
・ アジャイル型

・ 情報化計画（計画期間中に廃止）→D・G戦略（R2.9)
・ デジタル戦略課の設置(R2.10)

外部リソース
・ “あるもの”を活用
・ 人材育成

・ デジタルアイデアボード（職員が提案しあう制度）
・ 民間サービスを活用、標準クラウドへの移行準備
・ 包括連携協定（NEC、NTT西）、外部アドバイザー
（IT関連企業）、企業等への職員派遣

利用者起点
・ 利用者サービス →
コスト・事務効率の最適化

・ オンライン化（R4までに100%）、ハンコレスの推進
・ LINEの活用

行革スタイル
・ トップマネジメント

・ D・G宣言（R2.8)、幹部会議等での指示
・ 予算配分（R3年度予算では10億円の特別枠）
・ 人事配置（メッセージ性）

事例： とよなかデジタル・ガバメント宣言 【大阪府豊中市】

16
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➢ 市が果たすべき使命や存在意義（ミッション）、実現したい未来（ビジョン）、組織が持
つべき共通の価値観（バリュー）を明示したDX推進計画を策定

○ ミッションを「住民の福祉の増進（住民サービスの向上）」、ビジョン

を「デジタル技術とデータの活用を推進し、住民本位の行政及び地域

社会を実現する」、バリューを「①住民の視点を常に意識し、追求する

②チャレンジ＆アジャイル③誰も取り残さない」と明示し、地域や組織に

おける認識共有を図る。

○ 「住民の利便性向上」、「新たな価値創造」及び「すべての住民に」

を３つの柱とし、自治体DX推進計画において重点的に取り組むべき

事項として記載されたものを中心に８つの重点事業を計画に位置づけ。

○ これらの取組みを通じた未来像のイメージを例示。

「住民も気付いていない、でもこれからは本当に必要な住民サービスが、

地域との共創により創発され、必要な時期にスマートフォンへプッシュ型

で案内されたり、希望する人にはライフステージや趣味嗜好に合わせた

地域活動の情報が提供される未来」 の実現を目指す。

概要

【参考情報】 人口：33.6万人、 関連ＵＲＬ： https://www.city.maebashi.gunma.jp/gyosei/6/1/1/14494.html

類似の取組を行っている団体：埼玉県越谷市（6つの情報化の推進方針を掲げた越谷市情報化推進計画(2021)）、福岡県北九州市
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前橋市DX推進計画全体像

２ DXの全体方針等（ステップ１）

事例：ミッション、ビジョン、バリューを明示したＤＸ推進計画 【群馬県前橋市】

ミ ッ シ ョ ン

ビジ ョ ン

バリ ュー
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➢ DX推進担当部門は、部門間の総合調整、全体方針の策定、DXの取組みの進捗管理
などを行うことが期待され、情報政策担当部門と別に設置する自治体がある

３（１） 組織体制（ステップ２）

事例：DX推進担当部門の設置事例 【奈良県橿原市・福島県西会津町・山形県舟形町・山形県酒田市】

C 情報政策担当課にDX推進担当を設置（山形県酒田市）

B－1 企画担当課にDX推進担当を設置（福島県西会津町）A 独立したDX推進担当課の設置 （奈良県橿原市）

【参考情報】 人口：12.2万人 【参考情報】 人口：0.6万人

【参考情報】 人口：10.1万人

B－２ 総務担当課にDX推進担当を設置（山形県舟形町）

【参考情報】 人口：0.5万人

総務部

デジタル戦略課
情報政策課

【2021年4月～】

総務部

情報システム課

企画部

･･･総合的なデジタル戦略

･･･総合的なシステムの管理

【新】

【名称変更】

（室長以下４名＋町内ＩＴ企業職員１名）

総務課

管財係
（うち１人が情報担当）

総務課

デジタルファースト推進室

【2020年4月～】

【新】

情報企画課 情報企画課

デジタル変革戦略室

【2020年10月～】

情報企画係

･･･ ＤＸ推進担当

･･･ 同左

統計係 ･･･ 同左

【新】

情報企画係

･･･ 情報セキュリティ・ネット
ワークシステム、情報化の推進

統計係

･･･ 国勢調査、各種統計調査

･･･デジタル戦略の各種プロジェクトの実施

総務課

デジタル戦略室

行政管理係

【2021年4月～】

総務課

行政管理係

企画情報課

･･･総合的行政管理システム

企画情報課

情報政策係

･･･総合的行政管理システム

･･･広報、地域情報化等

企画政策係

･･･計画策定等

企画政策係 ･･･計画策定等

広報広聴係 ･･･広報広聴等

【新】
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出典：総務省「自治体DX・情報化推進概要（令和３年度） 」

市区町村におけるCIO・CIO補佐官の任命状況

○ 自治体ＤＸ推進計画において、CIOは、「庁内マネジメントの中核であり、庁内全般を把握するとともに部局間の調整に力を発揮することができるよう副市
区町村長等が望ましい」としており、実際に、副知事・副市区町村長が任命されている傾向。

○ 一方で、CIOのマネジメントを専門的知見から補佐するCIO補佐官は、「内部に適切な人材がいない場合には、外部専門人材の活用を積極的に検討す
る」こととしているが、適任者が見つけられないなどその人材確保が課題となっており、令和３年４月１日現在で、外部人材を活用している市区町村は少ない。

任命している

1,274

(73.2%)

任命していな

い

467

(26.8%)

市区町村長

103

(8.1%)

副市区町村

長938

(73.6%)

部局長級92

(7.2%)

課長級136

(10.7%)

その他5

(0.4%) 活用している

24

(1.9%)

活用していない

1,250

(98.1%)

任命している

895

(51.4%)

任命していない

846

(48.6%)

副市区町村長

42

（4.7%）
顧問・参与等

15

（1.7%）

部局長級

248

（27.7%）

課長級

502

（56.1%）

その他

88

（9.8%）

活用している

75

(8.4%)

活用していない

820

(91.6%)

CIOの任命状況

CIO補佐官の任命状況

＜CIOの役職＞ ＜外部デジタル人材の活用＞

＜CIO補佐官等の役職＞ ＜外部デジタル人材の活用＞

合計
1,741

合計
1,274

合計
1,274

合計
1,741

合計
895

合計
895
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自治体におけるCIO補佐官等としての外部人材の活用状況の推移

○ 自治体ＤＸ推進計画（令和２年12月25日策定）において、自治体のDX推進に当たっては、首長の理解とリーダーシップ
の下、最高情報統括責任者（CIO）を中心とする全庁的・横断的な推進体制を整備することが望まれるとしており、CIOは
副市長等であることが想定される。

○ そこで、CIOのマネジメントを専門的知見から補佐するCIO補佐官等の役割が鍵となり、自治体においては状況に応じ、
外部人材の活用を検討することも必要である。

○ 令和３年度から、市区町村がCIO補佐官等として外部人材の任用等を行うための経費について特別交付税措置を講じ
ているが、自治体におけるCIO補佐官等としての外部人材の活用状況は以下のとおり。

（CIO補佐官等として外部人材を活用している団体数）

※ 令和元年度は令和元年４月１日時点、令和２年度は令和２年４月１日時点、令和３年度は令和３年９月１日時点。いずれも総務省自治行政局地域情報化企画室調査。

0

2

4

6

8

10

12

14

16

都道府県
（団体数）

0

20

40

60

80

100

120

市区町村
（団体数）

5 6

15

26 29

101

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度
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市町村がＣＩＯ補佐官等として外部人材の任用等を行うに当たっての財政措置について

１ 趣旨

○ 「自治体DX推進計画」では、自治体DXの各種取組を推進するための組織体制として、役職ごとの役割を設定
し、全庁的・横断的な体制整備に着手することが望ましい、としている。

○ なかでも、CIOのマネジメントを専門的知見から補佐するCIO補佐官等の役割が鍵となるが、市町村においては、
適任者が見つけられないなどその人材確保が課題となっている。

○ そこで、市町村がCIO補佐官等として、外部人材の任用等を行うための経費について特別交付税措置を講じる。

２ 財政措置の概要

(1) 対象経費

① 市町村がCIO補佐官等として、外部人材の任用等を行うための経費として次に掲げるもの

・特別職非常勤職員として任用する場合：報酬等（期末手当等を含む。）
・外部に業務委託する場合：委託料等

② 市町村がCIO補佐官等として、外部人材の募集を行うための経費（令和４年度から拡充）

(2) 措置額

市町村が支出した対象経費の合計額に0.5を乗じて得た額

(3) 対象経費の上限額
募集を行うための経費：100万円まで

(4) 措置期間
令和７年度まで 21



民間人材サービスを活用した外部デジタル人材の募集について

■団体①（人口：200万人以下）
・ 1ヶ月間のサイト掲載で県外、国外含め約300名から応募があった
・ 「副業・兼業」での募集としたことも奏功し、首都圏や本来当県とは接点の無いような高度人材
からも興味をもってもらえた
・ 普段、採用面接等を行わない情報担当課が選考を行うに当たって必要なアドバイスもしてくれた
・ 書類選考を民間人材サービスのweb上で行い、ペーパーレス化で効率的に行えた。費用は全体
で50万円程度

■団体②（人口：50万人以下）
・ エントリーは約100名あり、うち必要な論文提出まで至ったのが50名いた
・ 応募者に対し、必要な論文の提出についてなど、こまめに連絡するようアドバイスがあり、50名も
の論文提出に繋がった
・ サイトに掲載する写真や記事の量などで料金はカスタマイズできる。今回は全体で50万円以下
で実施

■団体③（人口：10万人以下）
・ 3週間程度で約250名の応募。サイトに登録している人は転職・兼業に意欲の高い方が県内外
から応募があった
・ 応募者の経歴の確認が容易でサイトのシステムを活用することで選考作業がスムースだった
・ 「応募者に大凡の結果通知までのメドを丁寧に伝えた方が良い」との助言や他団体での対応内
容も含め教えてくれた
・ 費用は全体で約100万円程度
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団体規模別の自治体DX推進体制整備状況

全体方針を策定
全庁的・横断的な
推進体制を
組んでいる

DX推進
専任部署を
設置している

CIOに
外部人材を
活用

CIO補佐官に
外部人材を
活用

特別区 12 (52.2%) 14 (60.9%) 18 (78.3%) 1 (4.3%) 8 (34.8%)

市 167 (21.1%) 315 (39.8%) 311 (39.3%) 15 (1.9%) 58 (7.3%)

町 36 (4.8%) 121 (16.3%) 87 (11.7%) 5 (0.7%) 9 (1.2%)

村 4 (2.2%) 30 (16.4%) 22 (12.0%) 3 (1.6%) 0 (0.0%)

計 219 (12.6%) 480 (27.6%) 438 (25.2%) 24 (1.4%) 75 (4.3%)

※括弧内は各団体区分毎の総団体数（23区、792市、743町、183村）に占める割合
※「令和３年度地方自治情報管理概要」（令和3年4月1日時点調査）のデータをもとに集計
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➢ 「市町村DX推進に係る市町村アドバイザー業務」を民間事業者に外部委託
➢ デジタル人材の確保が困難である市町村を府がサポート

○ 大阪府では、市町村のデジタル化の取組みを支援するため、次の業務をICT系コンサル企業に委託して実施。

独自でデジタル人材を確保することが困難な市町村のデジタル化を後押し。

① ヒアリングや各種調査結果を基に、市町村のデジタル化の取組み状況の分析

② DX推進計画の重点取組事項を中心に、市町村のデジタル化の取組みを着実に進めるための支援

③ システムの標準化等の対象となっていない業務システムについて、新たな市町村の情報システムの共同化企画、
先進事例・市場調査等の支援

④ 市町村の日常業務に関する相談会の開催や問合せ対応

概要

○ 市町村が希望する情報システムの共同化のテーマは、

1位･･･行政手続のオンライン化（汎用性電子申請システム）

2位･･･コミュニケーションチャットツール

であったことから、令和３年度は上記について共同調達を実施。

○ 「大阪府スマートシティ戦略推進補助金」を創設し、

新規性や横展開の可能性がある取組みを財政的に支援。 『大阪府スマートシティ戦略推進補助金及びシステム等共同化について（照会）』結果
共同化の希望について１位＝２点、２位＝１点で集計

共同化の希望について（R2.10.8 照会結果）
（参考）

３（３） DX推進のための人材の確保（ステップ２）

事例：市町村DX支援業務を包括的に実施 【大阪府】

【参考情報】 人口：885.0万人、 関連ＵＲＬ： https://www.pref.osaka.lg.jp/chiiki_senryaku/adviser/index.html
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地域社会のデジタル化



「地域社会のデジタル化に係る参考事例集」 概要

地域の個性を活かした地方活性化を図り、地方から国全体へのボトムアップの成長を実現する「デジタル田園都市国家構想」

の推進には、各自治体の創意工夫を活かしたデジタル実装の取組を促す必要。

一部掲載事例（抜粋）

1. 地域活性化

2. 住民生活

3. 消防・防災

4. 医療・福祉・健康

5. 子育て

6. 公衆衛生

7. 環境

8. 労働

9. 農林水産業

10. 商業・工業

11. 観光

12. 交通

13. 土木・インフラ

14. 文化・スポーツ

15. 教育

16. デジタルデバイド対策

17. 地域におけるデジタル人材育成

17分野

買い物弱者支援のためのドローンを活用した
物流システムの構築 【長野県伊那市】

○ 伊那市は、中山間部に住む住民の買い物をサポー
○トするため、スーパーで注文した商品をドローンで
○配達する「ゆうあいマーケット」を令和2年8月から
○展開している。サービスの利用料は月額1,000円の
○サブスクリプション制となっている。

○ 利用者は、自宅のケーブルテレビのリモコンで商
○品を注文し、購入代金はケーブルテレビの利用料金
○に加算されて引き落とされるキャッシュレス対応と
ななっている。○●○●○●○●○●○●○●○●○

○ 商品は、近くの公民館に届けられ、集落支援員等
○のボランティアが住民の
○家まで運び、手渡すこと
○としており、利用者の安
○否確認や見守りも行うこ
○とができるように工夫し
○ている。

ICT技術を活用した獣害対策
【福島県大玉村】

○ 大玉村では、令和2年度から獣害（イノシシ）対策に

○ICT技術を活用している。

○ イノシシによる生活環境被害等を防ぐためには、○a
ｗ「捕獲」「生息環境管理」「被害防除」を組み合わせ
○た地域ぐるみでの総合的な対策が重要になるが、村で
○は、「被害防除」について、センサー付きのわなを導
○入することで、捕獲の効率化を図っている。

○ ４ｍ四方の囲いわなと映像をリアルタイムに配信す
○る機器を組み合わせることで、タイミングを調整しな
○がら一度に複数頭のイノシシを捕獲することができる。
○●こうしたICTわなを導入
○することで、わなの見回り
○に係る猟友会等の負担軽減
○や錯誤捕獲の回避を図って
○いる。

各自治体の事業担当部局が、地域社会のデジタル化に係る事業を検討・実施する際に参考となるような事例を掲載した

「地域社会のデジタル化に係る参考事例集」を公表し、各団体に周知（令和３年12月28日）。

✔ 地域の個性を活かしたデジタル実装の取組の横展開を強力に推進するため、住民生活、農林水産業など17分野・205事例の多様な取組を掲載し、

各事例については事業概要に加え、各自治体において創意工夫した点やポイント、イメージがつかみやすいよう写真やイラストを掲載。
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➢ 生活インフラにデジタルを活用すること
により市民のくらしを支える

02 住民生活 （５）

02：くらしのインフラへデジタルを【福島県郡山市（水道スマートメーター）・石川県能美市（自動車運転データ収集）】

○ 能美市は、令和3年6月にあいおいニッセイ同和損
害保険(株)と連携協定を締結した。そして、翌7月か
らテレマティクスタグを用いた高齢者の自動車運転デー
タの収集・分析等の検証を実施した。

○ 17人の老人クラブ連合会の役員に参加してもらい、
検証が行われた。テレマティクスタグを車に取り付け、運
転をすると、走行データがタグと連携させたアプリをインス
トールした端末に送信される。車の位置や速度に加え、
急ブレーキや急ハンドルの回数などから、個別の運転者
の走行技術を診断することができる。

○ 市は、当該取組により、
「デジタル技術を活用した
市民の安心安全の実現」
を目指し、安全運転の啓
発等に活用することとして
いる。

○ 郡山市では、令和元年度から水道スマートメーター
に関する実証実験を実施し、令和3年5月に新たに東
北電力ネットワーク(株)及び第一環境(株)と協定を締
結し、更なる水道スマートメーターの実証実験に取り組
んでいる。

○ 実証実験では、地域における親和性や令和元年度
の検証と通信方式を変更した場合に使用環境に問題
がないか等を検証している。

○ スマートメーターは、1時間単位で自動的に検針が
行われるため、導入により、検針の手間の軽減、難検
針地域(豪雪地域等)における天候等に左右されない
検針の実施、漏水等の早期発見等が
できることに加えて、水道の利用状況
を利用した安否確認等、高齢者世帯
の見守りにも活用できる余地がある。

概要（福島県郡山市） 概要（石川県能美市）

【参考情報】 人口：32.1万人 関連ＵＲＬ：
https://www.city.koriyama.lg.jp/soshikinogoannai/jogesuidokyoku/oky
akusamaserviceka/gomu/1/28904.html （市HP）

【参考情報】 人口：5.0万人 関連ＵＲＬ：
https://www.city.nomi.ishikawa.jp/www/contents/1629865908379/in
dex.html （市HP）

➢ 自動車運転データを収集・分析し、
安全運転の啓発等に活用
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○ 土岐市では、令和3年10月から「認知症見守りシー
ル交付事業」を開始し、行方不明になる可能性のある
認知症高齢者等に対して、QRコード入りのシールを交
付している。

○ 認知症高齢者等の衣類や杖等に個別認証可能な
QRコード入りのシールを貼り、そのQRコードを発見者
等が読み取ることで、利用者家族等にQRコードが読み
取られたことが通知される。そして、発見者等が発見場
所を入力することで、発見通知メールが利用者家族等
に送信され、伝言板機能によるやりとりを経て、保護さ
れるという仕組み。

○ 伝言板機能により、利用者の状態等を利用者家族
が知ることができるほか、軽くて身に
つけやすいこと、専用のアプリで読み
取る以外で個人情報が漏れないこ
と等の利点がある。

➢ QRコードシールや伝言板機能による
認知症見守り

04 医療・福祉・健康 （５）

04：デジタル技術を活用し高齢者等を見守る②【岐阜県土岐市（見守りシール）・岡山県矢掛町（GPS内蔵靴）】

○ 矢掛町では、従来、持ち運びできるペンダント型の
GPSを使った認知症高齢者等の見守りを実施していた
が、利用者が持ち歩くことが難しく、現場の職員等が利
用者に勧めにくい等の課題があった。

○ そこで、小型のGPSを内蔵した靴による見守り方法
に変更することで、課題に応えることとした。対象者が
GPSを内蔵した靴を履くことで、家族等が位置情報を
もとに対象者を捜索できる仕組み。矢掛町では、
利用者やその家族等がGPS内蔵靴
を選び、その費用を補助（償還払い)
することとしている。これにより、対象者
がいなくなったことに気づいた家族が早
期に発見することができ、対象者と家
族の安心につながっている。

概要（岐阜県土岐市） 概要（岡山県矢掛町）

【参考情報】 人口：5.7万人
関連ＵＲＬ：https://www.city.toki.lg.jp/docs/17043.html （市HP）

【参考情報】 人口：1.4万人
関連ＵＲＬ： －

➢ 小型GPSを内蔵した靴による認知症
見守り

見守りシール

広報やかげ ４月号
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➢ 衛星画像とAIを活用した耕作放棄
地をマッピングする仕組み

09 農林水産業 （３）

09：デジタル技術による農業関係者等の支援【静岡県裾野市（耕作放棄地）・宮崎県西米良村（ハウス栽培）】

○ 西米良村では、カラーピーマンを栽培する若手生産
者から村に対し、質の良いカラーピーマン作りに関する
相談があったことから、村、生産者、JA、県、民間事業
者によるコンソーシアムを構成し、生産性・品質向上に
向けた取組を進めている。

○ 良質なカラーピーマンができる要因を分析するため、
ハウス内に環境モニタリング設備を導入し、ハウス内の
温度、湿度等をリアルタイムで測定している。また、計
測された情報は、生産者のスマートフォンのアプリから確
認することができる。

○ 村は、複数の生産者の
データを比較し、村全体の
カラーピーマン作りの質を高め、
生産者の熱意をバックアップ
していくこととしている 。

○ 裾野市では、耕作放棄地の調査について、手作業
で行っており、調査前の地図や帳票の準備に多くの時
間と手間を要していた。また、農業委員が現地で調査
を行う際にも、限られた人数で調査できる範囲には限
界があった。

○ そこで、市では、令和2年度に耕作放棄を自動で判
定するアプリ「ACTABA」を導入し、実証実験を行った。
このアプリは、衛星画像とAIを活用し、季節ごとの植物
の高さから耕作放棄地と農地等を区別することで耕作
放棄地が衛星画像上にカラーリングされ、マッピングされ
る仕組み。

○ これにより、調査の事前準備
の負担が軽減されるとともに、調
査すべきエリアが絞りやすくなるな
ど、農業委員の負担軽減にもつ
ながることが期待される。

概要（静岡県裾野市） 概要（宮崎県西米良村）

【参考情報】 人口：5.1万人
関連ＵＲＬ： －

【参考情報】 人口：0.1万人
関連ＵＲＬ： －

➢ デジタル技術を活用し、生産者のや
る気を地域で支援
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➢ 村民に身近なあらゆる場所でスマー
トフォンの相談会を実施

16 デジタルデバイド対策 （１）

16：高齢者向けデジタルデバイド対策【茨城県東海村（スマホ教室）・山口県宇部市（地域の要望に応じた講座）】

○ 宇部市では、デジタルデバイド対策として、市内の24
地区のふれあいセンター等において、各2回のスマホ講
座を実施している。

○ 全2回の講座内容を、初級編、検索編、アプリ編、
LINE編の中から、事前のアンケート等をもとに、各地
区が希望するコースで実施している。

○ 地区の実情に合わせ、同じ講座内容を２回実施す
ることも可能である。

〇 一方方向の研修ではなく、
住民とのコミュニケーションを
大切にし、また、無償のボラン
ティアスタッフとして大学生が
高齢者をサポートするなど、
多世代交流も図りながら、
講座が展開される仕組みと
なっている。

○ 東海村では、デジタルデバイド対策として、ターゲット
を性質によって分け、様々な場所で重層的なスマホ講
座を実施するとともに、スマホの購入を支援する取組を
実施している。

○ スマホを持っていない人に対しては、役場、自治会に
おいて「体験会」としてスマホに触れてもらい、ガラケーを
利用している人に対しては、購入と講座をセットで支援
する。既にスマホを持っている人に対しては、自治会、
薬局、公民館においてスマホ講座を開催するとともに、
国のデジタル活用支援推進事業(地方連携型)を活
用して講座を提供している。

○ 特に、ガラケーからスマホに買い
替える人に対しては、購入店舗で
6回のスマホ講座を受けると最終的
に購入費用の補助申請を住民自ら
スマホで行うことができる仕組みになっている。

概要（茨城県東海村） 概要（山口県宇部市）

【参考情報】 人口：3.8万人 関連ＵＲＬ：
https://www.vill.tokai.ibaraki.jp/soshikikarasagasu/kikakusomubu/kika
kukeieika/4/3_1/dejitarukousou/smartphone/6433.html （村HP）

【参考情報】 人口：16.3万人 関連ＵＲＬ：
https://www.city.ube.yamaguchi.jp/shisei/kouhou/kishahappyou/100
8059/1013882/1014035.html （市HP）

➢ 地域の要望に応じた高齢者向けスマ
ホ教室の開催

チラシ
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地域社会のデジタル化の推進

○地方が抱える課題をデジタル実装を通じて解決し、すべての地域がデジタル化によるメリットを享受できる地域社会のデジタル化を○
一層推進するため、令和４年度地方財政計画の歳出項目として、引き続き「地域デジタル社会推進費」を計上

【事業費】○２,０００億円（令和３年度と同額）

地域デジタル社会形成に向け想定される取組（例）

【算定項目】
「地域デジタル社会推進費」（普通交付税の臨時費目）

【算定額】
２,０００億円程度（うち道府県分８００億円程度、市町村分１,２００億円程度）

地方交付税措置

デジタル社会の恩恵を高齢者など多くの住民が
実感できるためのデジタル活用支援

地域におけるデジタル人材の
育成・確保

条件不利地域等におけるデジタル技術
を活用したサービスの高度化

中小企業のデジタルトランスフォー
メーション支援

デジタル技術を活用した
安心･安全の確保

デジタル技術を活用した観光振興や働く場の創出
など魅力ある地域づくりの推進
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目的

詳
細

意欲ある地域における地域の課題解決や魅力向上に向けた先導的なデジタル実装の取組を支援し、地方から国全体へのボトムアップの成長を実現するこ
とにより、デジタル田園都市国家構想を推進。デジタルの実装に取り組む地方公共団体：1000団体（2024年度末）を目指す。

概
要

＜中長期的取組＞

2021年度 2022～2024年度 2024年度以降

対象事業の

採択

採択事業のフォローアップ

・情報発信

デジタルを活用した地域の課題解決や魅力向上に向けて、
・ データ連携基盤を活用し、複数のサービス実装を伴う取組（TYPE２・3）
・ 他の地域等で既に確立されている優良モデル・サービスを活用した実装の取組
（TYPE1）
を行う地方公共団体に対し、その事業の立ち上げに必要なハード／ソフト経費を
支援。

・ デジタルを活用した意欲ある地域による自主的

な取組を応援し、「デジタル田園都市国家構

想」を推進するため、デジタルを活用した地域の

課題解決や魅力向上の実現に向けた地方公

共団体の取組を交付金により支援。

対象事業の採択
2024年度末

デジタルの
実装に取り組む
地方公共団体

1000団体

地域
における
デジタル化
の更なる
推進

＜TYPE別の内容＞

※申請上限数：都道府県 ９事業 市町村 ５事業

事例の採択・フォローアップや好事例の情報発信により、地域のデジタル
実装を強力に支援し、「デジタル田園都市国家構想」を推進。

＜対象事業の例＞

TYP

E3

TYPE

2

TYPE

1

優良なモデル・サービスを
活用した実装の取組
（相互運用性を考慮）

国費上限：1億円
補助率1/2

国費上限：6億円
補助率2/3

国費上限：2億円
補助率1/2

早期に
サービスの
一部を開始

データ連携基盤を活用した
スマートシティ構想 等

観光MaaS

TYPE2・3 TYPE1

母子健康手帳アプリ

相乗りマッチング

遠隔ライブ授業

スマート農業

〇要件（TYPE共通）

➢ デジタルを活用して地域の課題解決や魅力向上に取り組む
➢ コンソーシアムを形成する等、地域内外の関係と連携し、事業を
実行的、継続的に推進するための体制の確立

※TYPE２・３については、官民および民間事業者間での相互連携性の確保など、
デジタル原則への準拠を求める。

複数サービスの実装を

伴う取組

データ連携

基盤を

活用した、

デジタル田園都市国家構想推進交付金 デジタル実装タイプ の概要

＜令和3年度補正一般会計 20,000百万円の内数＞
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マイナンバーカード・マイナポイント（ほぼ全国民への普及に向けて）



マイナンバーカードは、これからの時代の本人確認ツール

（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長
✓顔写真付きの本人確認書類として
➣ 市町村での厳格な本人確認 → 確かに本人であるという証
➣ 顔写真があるのでなりすましができない
➣ 公私での本人確認が可能

✓このカードを提示することで、
自分のマイナンバーを証明

➣ 社会保障・税などの手続で、添付書類
が不要に

✓オンラインで安全・確実に本人を証明

➣ 電子証明書により、スマホやパソコンで各種手続や

契約が可能

➣ 全国のコンビニで住民票の写しなどを取得可能

➣ マイナポイントの取得や健康保険証としての利用

➣ さらに、将来的にはＡＩその他の様々な先端技術の

活用を実現

＜例＞窓口のＡＩ端末にカードをかざし、本人情報の自動入力や
ＡＩとの対話により、行政手続をスムーズに

➠ Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０時代の必須ツール

マイナンバーの提示

対面での本人確認

電子的な本人確認

裏

交付無料
表

ICチップ

マイナンバー
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マイナンバーカードについて

（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

マイナンバーカードの裏面 ①マイナンバー
・社会保障、税又は災害対策分野における法定事務又は地
方公共団体が条例で定める事務においてのみ利用可能

・マイナンバーを利用できる主体は、行政機関や雇用主など
法令に規定された主体に限定されており、そうでない主体
がカードの裏面をコピーする等により、マイナンバーを収集、
保管することは不可

ＩＣチップ内のＡＰ構成

空き領域

その他（券面情報等）

②電子証明書 （署名用電子証明書・利用者証明用電子証明書）

・行政機関等（e-Tax、マイナポータル、コンビニ交付等）
のほか、総務大臣が認める民間事業者も活用可能

電子証明書
（署名用、利用者証明用）

③空き領域
・市町村・都道府県等は条例で定めるところ、国の機関等
は総務大臣の定めるところにより利用可能
例：印鑑登録証、国家公務員身分証

・新たに民間事業者も総務大臣の定めるところにより利用
可能に

利用者証明用電子証明
書のイメージ

法
令
で
利
用
で
き
る

主

体

が

限

定

民

間

も

含

め

て

幅

広

く

利

用

が

可

能

署名用電子証明書
のイメージ

氏名 霞 太郎

生年月日 〇年〇月〇日

性別 男

住所 東京都千代田区霞ヶ関2-1-2

発行者 機構

有効期間 〇年〇月〇日
発行年月日 〇年〇月〇日
発行番号 Ｓ１１１１

署名用公開鍵

発行者 機構

有効期間 〇年〇月〇日

発行年月日 〇年〇月〇日

発行番号 Ｒ２２２２

利用者証明用
公開鍵
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マイナンバーカードの安全性

プライバシー性の高い個人情報は
入っていません

✓ ICチップ部分には、
税や年金などの
個人情報は記録されません。

なりすましはできません

マイナンバーを見られても個人情報は盗まれません

✓ マイナンバーを利用するには、
顔写真付き本人確認書類など
での本人確認があるため、悪用
は困難です。

➣ 紛失・盗難の場合は、
２４時間３６５日体制で停止可能

➣ アプリ毎に暗証番号を設定し、
一定回数間違うと機能ロック

➣ 不正に情報を読み出そうとする
と、ICチップが壊れる仕組

万全のセキュリティ対策

✓ 顔写真入りのため、
対面での悪用は困難です。

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

オンラインでの利用には
電子証明書を使います
マイナンバーは使いません

36



デジタル田園都市国家構想基本方針の概要（マイナンバーカードに係る総務省関係部分）

○マイナンバーカードの普及の推進

• マイナンバーカードの利便性向上・利活用シーンの拡大を更に推進するとともに、市町村における交付体制の
強化に向けた支援を行う等、マイナンバーカードの普及を強力に推進

○マイナポイント第２弾によるデジタル社会の実現

• マイナポイント第２弾により、マイナンバーカードの普及やキャッシュレス決済の拡大を図りつつ消費を喚起し、
更に健康保険証利用や公金受取口座の登録も促進

第２章 デジタル田園都市国家構想の実現に向けた方向性
（２）デジタル田園都市国家構想を支えるハード・ソフトのデジタル基盤整備
デジタル技術の活用によって、地域の個性を活かしながら、地方を活性化し、持続可能な経済社会を実現するデジ
タル田園都市国家構想の実現に向けては、①デジタルインフラの整備、②マイナンバーカードの普及推進・利活用
拡大、③データ連携基盤の構築、④ICTの活用による持続可能性と利便性の高い公共交通ネットワークの整備、⑤
エネルギーインフラのデジタル化等に取り組むことが重要である。

【具体的取組】

※2023年度から、マイナンバーカードの普及状況等も踏まえつつ、マイナンバーカードの交付率を普通交付税における地域の
デジタル化に係る財政需要の算定に反映することについて検討
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マイナンバーカードの申請・交付状況
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付
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○ マイナンバーカードについては、累次の閣議決定において、「令和４年度末までに、ほぼ全国民に行き渡る
ことを目指す」との方針が示されているところ。

○ この方針の下、カードの利活用等を所管するデジタル庁、カードの発行・交付を所管する総務省など、関係
省庁が連携しつつ、政府全体でさらなる普及促進に取り組む。

令和４年
６月１日実績

申請：5,882万枚（約46.4％）
交付：5,660万枚（約44.7％）

※（ ）内は令和３年１月１日時点の住基人口（126,654,244人）に対する割合

（H28～R1は年度当たりの平均値）

１か月当たりの
有効申請受付数
交付実施済数
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マイナンバーカードの市区町村別交付枚数等について（令和4年6月1日現在）

団体名
人口に対する
交付枚数率

宮崎県都城市 79.7%
兵庫県養父市 76.9%
石川県加賀市 74.0%
高知県宿毛市 72.0%
石川県珠洲市 64.4%

和歌山県紀の川市 64.3%
愛媛県大洲市 63.3%

鹿児島県西之表市 60.4%
高知県四万十市 59.0%
福岡県行橋市 58.8%

○ 団体区分別

○ マイナンバーカード交付先進地域

【特別区・市】 【町村】

団体名
人口に対する
交付枚数率

新潟県粟島浦村 84.9%
大分県姫島村 81.8%
福井県池田町 72.2%
静岡県西伊豆町 69.8%
鹿児島県中種子町 67.9%
兵庫県香美町 67.4%
長野県南牧村 67.3%
長崎県小値賀町 65.2%
熊本県苓北町 64.2%
福島県磐梯町 64.1%

区分 人口（R3.1.1時点） 交付枚数 人口に対する交付枚数率

全国 126,654,244 56,597,216 44.7%

特別区 9,572,763 4,713,075 49.2%

指定都市 27,549,061 12,980,414 47.1%

市（指定都市を除く） 78,865,174 34,597,942 43.9%

町村 10,667,246 4,305,785 40.4%

（１）区分別交付枚数率上位10団体 （２）都道府県別交付枚数率上位10団体

団体名
人口に対する
交付枚数率

宮崎県 57.8%
兵庫県 49.7%
奈良県 48.7%
滋賀県 48.5%
神奈川県 48.4%
東京都 48.4%
山口県 46.1%
大阪府 45.7%
千葉県 45.7%
富山県 45.3%

【都道府県】
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マイナンバーカードの市区町村別交付枚数等について（令和4年6月1日現在）

１ 都道府県別

都道府県名
人口に対する
交付枚数率

北海道 41.5%
青森県 38.7%
岩手県 38.2%
宮城県 43.4%
秋田県 41.7%
山形県 40.7%
福島県 39.5%
茨城県 42.5%
栃木県 41.9%
群馬県 38.0%
埼玉県 43.1%
千葉県 45.7%
東京都 48.4%
神奈川県 48.4%
新潟県 38.1%
富山県 45.3%
石川県 45.2%
福井県 44.3%
山梨県 41.4%
長野県 38.5%
岐阜県 42.2%
静岡県 45.2%
愛知県 44.5%
三重県 44.1%

都道府県名
人口に対する
交付枚数率

滋賀県 48.5%
京都府 44.9%
大阪府 45.7%
兵庫県 49.7%
奈良県 48.7%
和歌山県 40.4%
鳥取県 42.9%
島根県 44.0%
岡山県 43.8%
広島県 45.3%
山口県 46.1%
徳島県 42.2%
香川県 43.8%
愛媛県 44.0%
高知県 36.6%
福岡県 45.2%
佐賀県 44.3%
長崎県 43.2%
熊本県 43.9%
大分県 44.3%
宮崎県 57.8%
鹿児島県 42.3%
沖縄県 35.8%

年齢

人口に対する
交付枚数率

男 女 計

全体 45.3% 44.1% 44.7%

0～4歳 25.6% 25.7% 25.7%

5～9 36.9% 37.3% 37.1%

10～14 36.2% 37.0% 36.6%

15～19 37.7% 38.4% 38.0%

20～24 40.8% 45.0% 42.8%

25～29 42.9% 49.4% 46.1%

30～34 45.0% 49.6% 47.2%

35～39 44.6% 47.1% 45.8%

40～44 42.4% 43.9% 43.2%

45～49 41.9% 42.6% 42.2%

50～54 47.0% 48.2% 47.6%

55～59 47.2% 48.2% 47.7%

60～64 52.1% 51.2% 51.7%

65～69 49.6% 46.6% 48.1%

70～74 51.6% 47.6% 49.5%

75～79 54.7% 47.7% 50.8%

80～84 57.2% 45.1% 50.1%

85～89 59.2% 36.1% 44.4%

90歳以上 70.1% 25.6% 36.8%

２ 年齢・男女別
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マイナンバーカードを活用した各種カード等のデジタル化等

➣ マイナンバーカードの電子証明書等を資格等の情報に紐づけることにより、マイナンバーカードを各種カード等として利用
⇒ デジタル社会の実現に向けた重点計画（R3.12.24閣議決定）に基づく「マイナンバーカードを活用した各種カード等のデジタル化等に向けた
工程表」に沿って推進
運転免許証（～R7.3までに実現）その他の国家資格証、お薬手帳、介護保険被保険者証、障害者手帳、母子健康手帳、ハローワークカード、在留カード等

➣ マイナンバーカードを利用して新型コロナワクチンの接種証明書（電子版）が取得可能に
➣ マイナンバーカードの機能（電子証明書）をスマートフォンに搭載（令和４年度中実現予定）

職員証・社員証
としての利用

➣ 国家公務員（H28.4）、徳島県庁
（H29.6）で導入
➣ 民間企業の社員証としての利用
（TKC、NEC、NTTcom、内田洋行、
NTTデータ、日本郵政グループが活
用)

マイナポータル

➣ 子育て関連手続の申請等を
ワンストップでできるサービスを提供
➣ 行政機関などが保有する自分の
情報（世帯情報・税・社会保障等）の
確認が可能

民間サービスにおける
オンラインでの本人確認

➣ 各種オンライン決済サービスにおける口座登録、
証券口座開設、住宅ローン契約等の際、マイナンバー
カードを利用することで、確実・簡便な本人確認が可能に
➣ カードを利用した民間サービスの提供事業者は
３年間で約５倍になるなど、着実に普及
（R4.4.1現在、民間事業者144社がサービスを提供）

コンビニ交付サービス

➣ コンビニで住民票の写しや戸籍
証明書など各種証明書が取得可能
（R4.4.1対象人口：11,185万人）

マイナポイント第2弾

➣ ①マイナンバーカード取得
②カードの健康保険証利用申込
③公金受取口座登録
をすると、最大２万円相当の
キャッシュレス決済サービスの
ポイントを付与

※①は第１弾（～R3.12.31）より切れ目無く、R4.1.1
から申込付与開始（②③はR4.6頃から開始）

健康保険証としての利用

➣ マイナンバーカードを健康保険証として利用できる
オンライン資格確認の運用開始（R3.10～本格運用）
➣ カードリーダーにかざせばスムーズに医療保険の
資格確認ができるほか、高額療養費の限度額認定証
などの書類の持参が不要に
➣ 医療機関等で本人同意の下、特定健診情報や
服薬履歴の閲覧等も可能に（R3.10～）

マイナンバーカードの利活用シーンの拡大

利活用シーンが拡大し、マイナンバーカード１枚で様々なことが可能な社会に 41



デジタル社会の実現に向けた重点計画＜工程表＞ デジタル社会の実現に向けた重点計画
（令和3年12月24日閣議決定）
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マイナンバーカードを活用した各種カード等のデジタル化等に向けた工程表① デジタル社会の実現に向けた重点計画
（令和3年12月24日閣議決定）
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マイナンバーカードを活用した各種カード等のデジタル化等に向けた工程表② デジタル社会の実現に向けた重点計画
（令和3年12月24日閣議決定）
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マイナンバーカードを活用した各種カード等のデジタル化等に向けた工程表③ デジタル社会の実現に向けた重点計画
（令和3年12月24日閣議決定）
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経済財政運営と改革の基本方針2022(令和4年6月7日閣議決定)（抄）

46

第４章 中長期の経済財政運営

２． 持続可能な社会保障制度の構築

（社会保障分野における経済・財政一体改革の強化・推進）

オンライン資格確認について、保険医療機関・薬局に、2023年４月から

導入を原則として義務付けるとともに、導入が進み、患者によるマイナンバー

カードの保険証利用が進むよう、関連する支援等の措置を見直す。

2024 年度中を目途に保険者による保険証発行の選択制の導入を目指

し、さらにオンライン資格確認の導入状況等を踏まえ、保険証の原則廃止を

目指す。



１．「オンライン資格確認」の仕組み

医療機関・薬局における「オンライン資格確認」の導入状況について

キヤノン
（キヤノンマーケティングジャパ
ン）

富士通
（富士通Japan）

アルメックスパナソニック
（パナソニック システム
ソリューションズ ジャパン）

③顔の撮影
（又は暗証番号）

②本人確認方法を選択
①マイナンバーカードを置く
（患者が自ら置く）

本人確認来院

⑤資格確認等が完了④情報閲覧の同意

完了同意取得

○ 顔認証で本人確認を行える「顔認証付きカードリーダー」を医療機関・薬局に設置

○ 本人確認を行うとともに、医療機関・薬局が健診情報等を閲覧することについて同意を取得することが可能
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（2022/5/29時点）
※ オンライン資格確認の導入予定施設数

【参考：健康保険証の利用の登録】

8,849,677件 カード交付枚数に対する割合 15.7％

【参考：マイナンバーカード申請・交付状況】
有効申請受付数： 約5,874万枚 （人口比 46.4%）

交付実施済数 ： 約5,651万枚 （人口比 44.6%）

１．顔認証付きカードリーダー申込数

医療機関・薬局におけるオンライン資格確認の導入状況

２．準備完了施設数（カードリーダー申込数の内数） ※ 院内システムの改修などが完了している施設数

３．運用開始施設数（準備完了施設数の内数）

目標：2023年３月末までに概ね全ての医療機関及び薬局へのシステムの導入を目指す（令和３年６月成長戦略フォローアップ閣議決定）

133,836施設 (58.2%)／ 229,773施設

59,706施設 (26.0%)／ 229,773施設

44,880施設 (19.5%)／ 229,773施設

施設数 割合

病院 6,504 79.3%

医科診療所 41,573 46.3%

歯科診療所 35,499 50.2%

薬局 50,260 82.2%

施設数 割合

病院 3,565 43.4%

医科診療所 16,512 18.4%

歯科診療所 12,863 18.2%

薬局 26,766 43.8%

参考：全施設数

病院 8,205 

医科診療所 89,704 

歯科診療所 70,720 

薬局 61,144 

施設数 割合

病院 2,958 36.1%

医科診療所 11,955 13.3%

歯科診療所 9,400 13.3%

薬局 20,567 33.6%
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マイナンバーカードの普及促進に向けた取組について

１．マイナンバーカードの申請促進に向けた取組

・マイナポイント第２弾のスケジュール（※）も踏まえつつ、

➢ 全国500か所以上にカード申請やマイナポイント申請のための窓口を設置するキャンペーン事業や、
全国の携帯電話ショップや公民館などで、カードの申請方法などを学べる講習会などを実施

➢ カード未取得者（約6,000万人）へのＱＲコード付き交付申請書の再度送付

➢ テレビCMやweb広告等各種媒体を用いた広報
（広報素材は自治体でも有効活用）

（※）健康保険証利用申込・公金受取口座登録のポイントの申込・付与を６月３０日から開始

・申請促進に効果があるとみられる取組を先進事例として全国に横展開し、実施を促進

（参考１）加賀市では、独自財源も活用し、5,000円分の商品券を配布し、人口に対する交付枚数率は
14.2％(R2.6)→70.0％(R3.10)に上昇(同期間の全国平均は16.8％→38.4％)

⇒商品券の配布をマイナンバーカード交付事務費補助金の対象事務に追加済み

（参考２）ワクチン接種会場や期日前投票所の会場周辺など、新型コロナウイルス感染症の状況でも一定の人が
集まる場所での出張申請受付や、希望する企業や地域の各種団体等を訪問しての申請受付

２．市区町村における交付体制の強化

・交付円滑化計画の再改訂及びそれに基づく着実な体制の整備・強化（窓口や職員配置の増、
土日開庁の徹底等）

・市区町村の交付窓口・人員増などについて、マイナンバーカード交付事務費補助金により支援
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マイナポイント第２弾

「マイナンバーカードの普及を促進するとともに、消費喚起や生活の質の向上につなげるために、マイナンバーカードを活用して、幅広いサービスや商品の購入などに
利用できるマイナポイント（１人当たり最大２万円相当）を付与する。」 （「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和3年11月19日閣議決定））

※総務省、デジタル庁、厚労省の連携事業

制度概要

②健康保険証利用

・過去の薬剤情報や特定健診結果を医師等に共有

することで、より良い医療を受けられるようになる

・高額療養費制度の限度額を超える支払が不要

・マイナポータルを通じた医療費通知情報の自動入力で、

確定申告の医療費控除が簡単に

③公金受取口座

・預貯金口座を予め登録しておくことで緊急時の給付金

や児童手当などの公的給付等の迅速かつ確実な

支給が受けられるようになる

※公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座の登録等に

関する法律（令和３年５月公布）

※令和４年３月28日よりマイナポータルからの公金受取口座の登録開始

①マイナンバーカード

・住民誰もが無料で取得できる公的な顔写真付き

本人確認書類であると同時に、オンラインでも安全・

確実に本人確認を行える極めて高い認証強度を

持ったデジタル社会の基盤となるツール

最大20,000円分を
お好きなキャッシュレス決済サービスのポイントとして付与

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

7,500円相当7,500円相当最大5,000円相当

マイナポイントにより、マイナンバーカードの普及やキャッシュレス決済の利用拡大を図りつつ消費を喚起し、
さらに健康保険証利用や公金受取口座の登録も促進することでデジタル社会の実現を図る

取得 申込 登録

R３補正予算：1兆8,134.1億円

マイナポイント第２弾

対象者
ポイント付与数 付与方式 予算上の積算人数

ポイントの

申込期間

ポイントの対象となる

カード申請期限

①カード新規取得者等
※マイナンバーカードの既取得者のうち、
マイナポイント第１弾の未申込者を含む。

最大5,000円相当

プレミアム方式、
ポイント付与25%
※20,000円のチャージ又はお買い物に

対し、最大5,000円相当のポイント付

与

6,950万人分
令和４年１月
～令和５年２月末

令和４年９月末
②健康保険証利用申込
※既登録者及び利用申込みを行った者を含む。 各7,500円相当 直接付与方式 各9,500万人分

令和４年６月30日
～令和５年２月末

③公金受取口座登録

（参考）マイナポイント第１弾
カード取得者

最大5,000円相当
プレミアム方式、
ポイント付与25%

申込者数
約2,534万人

令和２年９月
～令和３年12月末

令和３年４月末

●イメージ：

●対象者とポイント付与数・申込期間・対象となるカード申請期限等：
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第１弾 第２弾

累計～R2
6月末

R2
７～12月

R3
１月 ２月 ３月 ４月 5月 6月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 小計

R4
1月 ２月 ３月 ４月 5月 小計

マイナンバーカードの
有効申請受付数

2,529 828 168 338 684 384 60 45 36 41 52 60 154 86 5,466 84 80 115 72 63 414 5,880

マイナンバーカードの
有効申請受付率

19.8％ 26.4％ 27.7％ 30.4％ 35.8％ 38.8％ 39.3％ 39.6％ 39.9％ 40.4％ 40.8％ 41.3％ 42.5％ 43.2％ 43.2％ 43.8％ 44.5％ 45.4％ 45.9％ 46.4％ 46.4％ 46.4％

マイナンバーカードの
交付実施済数

2,221 856 116 143 254 222 222 300 226 197 108 88 100 135 5,187 97 88 111 93 81 470 5,657

マイナンバーカードの
交付実施済率

17.4％ 24.2％ 25.1％ 26.2％ 28.2％ 30.0％ 31.7％ 34.1％ 35.9％ 37.6％ 38.4％ 39.1％ 39.9％ 41.0％ 41.0％ 41.7％ 42.4％ 43.3％ 44.0％ 44.7％ 44.7％ 44.7％

マイナポイントの
申込数

― 1,113 124 123 225 154 132 153 124 115 87 42 71 72 2,534 73 56 62 47 45 282 2,816

マイナンバーカード・マイナポイントに関する現在の申請状況等

44 
138 168 

338 

684 

384 
60 45 36 41 52 60 

154 
86 84 80 

115 
72 63 

2,529 

3,357 
3,526 

3,863 

4,547 

4,931 4,991 5,036 5,072 5,113 5,165 5,226 
5,380 5,466 5,550 5,630 5,745 5,817 5,880 

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

0

100

200

300

400

500

600

700

～R2(前半) R2(後半) R3.1 R3.2 R3.3 R3.4 R3.5 R3.6 R3.7 R3.8 R3.9 R3.10 R3.11 R3.12 R4.1 R4.2 R4.3 R4.4 R4.5

マイナンバーカードの有効申請受付数の推移

月間有効申請受付数（第１弾）

月間有効申請受付数（第２弾）

有効申請受付数（累計）

（万件）（万件）

（単位：万件）

※令和4年1月1日から、第２弾の内、マイナンバーカードの新規取得者等に対する、
最大5,000円相当のポイントの申込・付与を開始
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マイナポイントの基盤（国が整備）

国が整備したマイナポイント事業の基盤を活用して、自治体が多様なポイント給付施策を実施

キャッシュレス
決済サービス

自治体 住民等
マイキー

プラットフォーム
決済サービスのポイントとして

●●ポイント付与

・子育て支援
・地域経済の活性化
・交通支援 等

【施策目的】

自治体マイナポイントとは

自治体マイナポイント事業

・マイナンバーカードの普及
マイナンバーカードを保有する者に対し、自治体独自の施策ポイントを給

付することで、まずはカードの取得を促進

・キャッシュレス決済の利用促進
住民が登録したキャッシュレス決済サービスにポイントを付与することで、
キャッシュレス決済の利用を促進

・地域の消費喚起、地域経済の活性化
ポイントの受取を自治体住民に限定することや、地域通貨を活用するこ
とで、地域内の消費を喚起し、地域経済を活性化

・自治体の施策を効果的に推進
対象者を子育て世帯などに限定することや、利用用途・期間を設定する
こと、マイナンバーカードの本人確認機能を活用して正確で重複のない給
付とすることなどにより、施策を効果的に推進

・デジタル化で簡単・迅速に給付
給付事務(申請・受付・審査等)をオンラインで可能とすることで、行政や
住民の手続負担を軽減し、迅速な給付を実現

自治体マイナポイントの意義

自治体が主体となることから、
対象者を限定することが可能

（年齢・所得・子育て世帯など）

【自治体の公募等】

R4.７月 公募開始

８月 採択

10月 事業開始

R5.２月 事業終了

３月 成果報告会等

※ 決済事業者とのマッチング、マイキープラットフォームの活用や精算事務の
支援を行う予定

【留意点】

本事業へのご参画に当たっては、「コロナ禍における『原油価
格・物価高騰等総合緊急対策』」（令和４年４月26日閣僚
会議決定）において措置された地方創生臨時交付金のご活
用をご検討ください。

令和４年度のスケジュール等※

※詳細は5月17日のマイナポイント施策推進室の
事務連絡をご参照ください。
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新型コロナウイルス感染症の流行下で生まれ、特別定額給付金の対象外となった子どもを持つ世帯に対して、子ども１人

当たり30,000円分のポイントを付与することにより、経済的な負担の軽減を図るとともに、子どもの健やかな成長を応援す

るもの。

自治体マイナポイント提案事業例（宮崎県宮崎市：子育て支援）

事業概要

・対 象 ：宮崎市民のうち一定期間中に出生した子どもを持つ保護者等（産婦）
・ポイント付与額 ：１人当たり30,000ポイント

事業イメージ

・マイキープラットフォームを活用し、子育て情報アプリに登録されたデータから作成された台帳によって対象者を確認することにより、

オンラインで手続きが完結するとともに、確実かつ迅速に支援をすることが可能。

・従来の子ども商品券に代え、民間のキャッシュレス決済サービスで使えるポイント付与とすることで、使える用途や店舗が幅広くなり、

住民の利便性が向上。

効果・特徴

利用者 マイナポイントアプリ
（マイキープラットフォーム）

①子ども出生後、市の
子育て情報アプリをダウン
ロードし、専用フォームから
必要事項を入力

○○Pay

△△カード
③複数の決済サービスから
好きなサービスを１つ選択

④ポイント付与

子育て情報アプリに登録されたデータ等
から台帳を作成し、オンラインで給付の
対象者か否かを確認

②「宮崎市子育て支援事
業」を選択し、マイナン
バーカードを読み取り、
給付申請
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新型コロナウイルス感染症により疲弊した地域経済の活性化及びキャッシュレス決済の推進のため、

マイナンバーカードを取得した都城市民に対し、従来の紙媒体での地域振興券に代え、7,000円分の地域通貨のポイントを付与。

自治体マイナポイント提案事業例（宮崎県都城市：地域経済の振興（地域通貨との連携））

事業概要

・対 象 ：都城市民
・ポイント付与額 ：一人当たり7,000ポイント

事業イメージ

・従来も、紙ベースでの地域振興券の給付を実施していたところ、「券のデザイン・印刷」、「世帯人員毎の封入」、「住民資格の確認」、

「対面での確認を必要とする形式での郵送」、「郵返となった券の管理（手渡し等含む）」、「換金の手集計及び現物確認」等、

様々な非効率が多いことにより、スピード感のある給付ができない状況・多大なコストが課題。

・マイキープラットフォームの活用により、オンラインでの給付申請や市民か否かのマイナンバーカードによる自動確認を可能とし、

迅速な給付及び事務負担・コストの軽減を実現。

・また、地域通貨アプリの開発により、市民への情報発信をプッシュ型で行うなど、一般的な決済サービスと比べてきめ細やかな施策展

開を可能。

効果・特徴

利用者
マイナポイントアプリ
（マイキープラットフォーム）

地域通貨

③7,000円ポイントの
地域通貨ポイントを取得

①「都城市地域振興券事
業」を選択し、マイナンバー
カードを読み取り、給付申
請

・都城市民かどうかを判定
・２重申請をしていないか
を判定

②地域通貨を選択

④地域通貨で買物

自治体マイナポイント事業を契機
に、地元の青年会議所等と連携
し、独自の地域通貨を構築
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